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はじめに 

 

 本報告書は、平成 30 年度『国際知財制度研究会』において検討を行った事項について

とりまとめたものである。 

 今年度の研究会では、第一に、国際的な枠組みにおける知的財産を巡る状況に関し、各

国における強制実施権の発動をはじめ医薬品の知的財産保護やその実効性に関する最新の

状況、知的財産に係る国際紛争処理手続及びその事例に基づく議論、並びに、標準必須特

許を巡る紛争及び移転価格税制に関する国際的な議論の状況について検討した。 

 第二に、二国間・地域的な経済連携協定における知的財産を巡る状況に関し、我が国が

締結した経済連携協定（EPA）／自由貿易協定（FTA）のうち、特に ASEAN 地域との間

の EPA/FTA の知的財産章における規律について、その実効性及び実態に即した課題につ

いて検討した。また、我が国の経済連携協定に関する交渉等を取り巻く最新の状況、及

び、本報告書の執筆時点（2019 年 3 月）では期限が間近に迫りながらも未だに不確定要

素が大きい英国の EU 離脱（BREXIT）も含め、欧州知的財産制度に関して域内立法の動

向と国際的側面の視点から検討した。 

 第三に、各国における知的財産制度を巡る状況に関し、ASEAN 地域のうち今年度はシ

ンガポール、マレーシアの 2 ヶ国に絞り営業秘密保護法制度、及び水際措置制度に関して

法律等だけでなく実態及び実務上の課題を含めた情報を整理、検討をし、またデジタルコ

ンテンツ分野における国際的な知財保護に関する最新の状況及び課題、並びに、知財制度

に関する通商措置について検討した。 

 第四に、WIPO 及び WTO/TRIPS 理事会における議論の状況等について、TRIPS 理事

会における議論の動向及び TRIPS 協定に関連する紛争案件について検討し、WIPO にお

ける議論の動向、特に WIPO の 2 つの委員会（遺伝資源等政府間委員会〔IGC〕及び著作

権等常設委員会〔SCCR〕）について検討し、整理・分析した。 

 

 なお、本報告書は研究会における討議を踏まえて作成されたものであるが、執筆者名の

表記がある部分については執筆者が記載したものである。 

  


